
局 部 課

3 年度

9

10

127

100% 100%

135

達成率

令和3年度 令和4年度 令和5年度

民間認定こども園・保育所への事業周

知

当該指標を選定した理由 事業を周知することで、当事業を行う施設の増加につながると考えられるため。

目標値の設定根拠・算出方法 各年度における民間認定こども園・保育所の施設数を設定している。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 127 135 141

実績値

実績値 44,992 36,863

達成率 69% 57%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

点検対象年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

延べ利用児童数 人

目標値 65,660 64,347 43,200 41,642

当該指標を選定した理由
幅広く様々な方に利用頂き、繰り返し利用頂くことにより、延べ利用児童数は増加するため、保護者の仕事と

子育ての両立支援及び児童福祉の増進の指標として選定する。

目標値の設定根拠・算出方法 各年度の民間認定こども園・保育所における延べ利用児童数

施設

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

保護者の勤務形態の多様化、長時間の就労時間及び通勤時間等に対応するため、延長保育を実施する認定こども

園・保育所等に対し、実施に係る経費を補助する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 民間認定こども園・保育所

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

民間認定こども園・保育所入所児童の保護者の仕事と子育ての両立支援及び児童福祉の増進を図る。

5

民間の認定こども園・保育所を利用する子ども及びその保護者
対象数 単位

141

公民連携・協働事業

点検対象年度 令和

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット

―

― 目標値

平成 10

令和5年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和4年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 延長保育促進事業 事業番号 014-099

担当部署名 子ども青少年 子育て支援 幼保推進

Ⅰ．基本情報

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②多様で質の高い幼児教育・保育サービスの提供

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

4.2

―

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

民間認定こども園・保育所

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
少子化対策基本法第11条第1項

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

施設



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

令和4年度

36,863

56,568

1,535

予算

決算 決算R4

予算

64,992

67,422

当初予算

21,492

0

うち

一般財源

0

R5 予算 R5

R4

決算 当初予算 決算

R4 決算 R4 決算

R5 予算 R5

R5

単位区　　分 令和3年度

44,992

53,880

1,198

R5 予算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
当該事業を実施することにより民間認定こども園・保育所入所児童の預かり時間の拡大、及び送迎時刻の調整の幅が増し、保護者の仕事と子育て

の両立支援及び児童福祉の増進に寄与している。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

最低補助基準額は、１施設当たり、１５分以上１時間未満の延長保育実施で、年額300千円となり、本市の大半の施設がこの補助金額の適用となっている

（午前延長と午後延長の両方を実施している場合は、年額600千円となる。）。１月当たり平均２５日の開所日があることを考えると、１日当たりの補助金額

は、1千円となる。

各施設の事業費としては、利用児童数が１名であっても、複数（２名以上）の職員配置が必須になっており、これらの人件費及び施設の光熱水費等もあり、利用

者から延長保育料の徴収はしているものの、日々利用児童数が変動するため、事業の継続には、本補助金が不可欠であると考える。

新型コロナウイルス感染症の影響、それに伴う働き方の変化により、近年、延長保育の利用者が減少しているが、本市内の認定こども園及び保育所における延長保

育の実施率は９割を超えており、延長保育を利用したいときに利用できる状況となっているため、市民の利便に寄与していると考える。

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

R4 決算 R4 決算

① 延べ利用児童数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

予算

延長保育事業補助金
R4 決算 56,568 21,862 R4 決算

事業費

R5 予算 64,992 22,008 R5 予算

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R4 決算

R5 予算 R5 予算

R4 決算

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 24,512 28,736 21,707 21,862 22,008

人件費  （ｂ） 2,460 2,460 2,460 2,460 2,430

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 52,012 56,340 66,219 59,028

令和5年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

21,026 13,480 21,492

市債 0 0

決算

49,552 53,880 63,759 56,568

21,226

その他

府支出金　 12,52013

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度

事務事業名

12,572

0

財

源

内

訳

国支出金 12,520 12,572 21,026

延長保育促進事業 事業番号 014-099

令和5年度　事務事業評価シート（２）


